
 

令和６年度 第１回 岩手県多面的機能支払制度推進委員会 

 

 

                     日 時  令和６年６月17日(月)14：00～16：00 

                     場 所  岩手県庁 ６階会議室 

 

 

次    第 

１ 開  会 

 

２ あいさつ 

 

３ 出席者の紹介 

 

４ 議  事 
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【資料１】 

令和５年度の実施状況について 
 

１ 基本的な取組方針について（令和５年８月 30 日推進委員会審議済） 

 

○ 取組方針 

  人口減少や高齢化の進行に伴い取組面積が伸び悩んでおり、このままでは、

減少に転じることが懸念されることから、取組面積の維持・拡大に向けて、

既存組織への支援の充実及び新規組織の掘り起こしを図っていくこととする。 

○ 取組面積の目標 

   取組面積の現状維持を目標とし、令和６年度以降も 77,000ha 程度を維持

していくこととする。 

 

２ 重点取組事項について(令和５年８月 30 日推進委員会審議済) 

(1) 継続取組・新規取組の推進 

ア  現状 

・ 令和５年度末に活動満期を迎える 684 組織の意向を確認したところ、

659 組織が活動を継続、10 組織が構成員の高齢化及び事務の煩雑さな

どを理由に活動を断念、15 組織が同様の理由で継続か断念かを決めか

ねている状況。 

   なお、令和６年度末に活動満期を迎える組織は 220 組織。 

・ 過年度に活動を断念した組織において、関係機関の指導・支援により、

活動項目の選択と集中を行ったことで活動の簡略化が図られ、活動再開

に至った事例がある。 

・ 新たに活動を開始した組織数は、令和元年度から減少傾向。 

【新たに活動を開始した組織数】 

 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

組織数 13 13 7 7 3 

・ 盛岡・県南地域と比較して、県北・沿岸地域のカバー率（農振農用地面

積に対する取組面積の割合）が低い状況。（カバー率：盛岡46％、県南68％、

沿岸 7％、県北 22％） 

・ 田と比較して、畑及び草地のカバー率が低い状況。（カバー率：田 78％、

畑 23％、草地 5％） 

 

イ 課題と対応 

課題 対応 

１ 今後、活動満期を迎える組織

に対して、継続に向けた支援が

必要 

（1）活動満期を迎える組織の継続意思を確認 

（2）関係機関と連携し、事務委託、活動項目

の選択・集中及び近隣組織との合併を支援 

（3）事務支援の担い手発掘・育成方法の検討 

（4）活動を再開した事例等を紹介 

1



 
 

課題 対応 

２ 取組面積の現状維持及び拡大

のために、新規組織の掘り起こ

しが必要（特に県北・沿岸地域） 

（1）基盤整備事業等の実施を希望する地区に

おいて制度を紹介 

 

３ 畑及び草地における取組の拡

大が必要 

（1）畑及び草地における取組の拡大余地が

ある活動組織に対して、畑及び草地での活

動事例を紹介することで、取組の拡大を支

援 

 

(2) 岩手県農地・水環境保全向上活動モデル賞 

   多面的機能支払交付金の県内の模範となる優れた取組を行っている組織 
  を表彰するとともに受賞内容を広報等で周知し、県内組織の活動継続の意欲

高揚を図る。 
   推薦数が減少していることから積極的に推薦するよう市町村に対し依頼

を行う。 
 

  (3) 活動時の安全管理の徹底等について 

事故の都度、注意喚起を実施するほか、各地域で実施する担当者会議のな

かで、安全管理の徹底について事例を交えて注意喚起を行う。 
 

(4) 外来種駆除について 
従来の生態系を維持するため、「農地・水通信」などを活用し、外来種駆除

の必要性の周知を行う。 
 

３ 重点取組事項の実績について（今回審議事項) 

  昨年度の委員会において決定された取組方針等を踏まえ、令和５年度の活動

を実施した。 

 (1) 継続取組・新規取組の推進 

 ア 組織数及び面積 

 【農地維持支払】 

  ・ 令和５年度の取組は、1,036 組織 77,398ha となっており、令和４年度か

ら 1 組織 204ha の増となっている。（新規３組織 61ha、面積拡大 30 組織

330ha、面積縮小 72 組織 148ha、廃止３組織 39ha 計 204ha） 

 【令和４年度及び５年度農地維持支払 市町村数、活動組織数、取組面積、カバー率】 

 

農地維持支払 

増減 

 

Ｒ４年度実績 Ｒ５年度実績 Ｒ４年度比 

市町村数 33 33 0 0％ 

対象組織数 1,035 1,036 1 0％ 

 広域活動組織 55 55 0 +0.1％ 

取組面積（ha） 77,194 77,398 204 +0.2％ 

 
水田 68,274 68,320 46 +0.1％ 

畑・草地 8,920 9,078 158 +1.8％ 

カバー率（％） 50 51 0 0％ 

 
水田 78 78 0 0％ 

畑・草地 13 14 1 +7.7％ 
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【広域振興局管内別 令和４年度及び令和５年度取組実績】 

広 域 

振興局 

令和４年度 令和５年度 増減 

活動 

組織数 

取組面積（ha） 
活動 

組織数 

取組面積（ha） 活動 

組織

数 

取組 

面積 

（ha）   田 
畑 

草地 
      田 

畑 

草地 

盛 岡 212 19,468 16,271 3,197 212 19,479 16,284 3,195 0 11 

県 南 646 52,528 48,751 3,777 647 52,555 48,777 3,778 1 27 

沿 岸 42 1,027 951 76 41 1,015 945 70 △1 -12 

県 北 135 4,171 2,301 1,870 136 4,349 2,314 2,035 1 178 

計 1,035 77,194 68,274 8,920 1,036 77,398 68,320 9,078 1 204 

 ・盛岡及び県南地域は、活動組織数及び取組面積ともに微増となった。 

 ・沿岸地域は、高齢化により活動を断念した組織があったことなどにより、活動組織数

及び取組面積ともに減少した。 

 ・県北地域では、過年度から畑・草地の活動事例の紹介を行ってきたことなどにより、

畑・草地の面積が増となった。 

 

【広域振興局管内別 令和５年度カバー率実績】 

広 域                                                                                      

振興局 

Ｒ５取組面積（ha） Ｒ５カバー率 Ｒ５純新規 
取組組織数   田 畑・草地       田 畑・草地 

盛 岡 19,479 16,284 3,195 46% 74% 16%  

県 南 52,555 48,777 3,778 68% 84% 20% 遠野市１組織 

沿 岸 1,015 945 70 7% 33% 1%  

県 北 4,349 2,314 2,035 23% 46% 14% 二戸市２組織 

計 77,398 68,320 9,078 51% 78% 14% ３組織 

 ・盛岡及び県南地域は、田で 70％を超える高いカバー率となっているが、畑・草地は

20％程度となっている。 

 ・沿岸地域は、特に畑・草地が１％のカバー率となっている。 

 ・県北地域は、制度の周知により地域で話し合いが行われ、二戸市の２組織（35ha）が

新規に取り組むこととなったが、依然として、カバー率が低い状況となっている。 
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【資源向上支払】 

 ① 資源向上支払（共同活動） 

  ・ 令和５年度の取組は、886 組織 72,611ha となっており、令和４年度から

４組織 299ha 増となっている。 

・ 農地維持支払のみに取り組んでいた組織が新たに取り組んだもの 

【令和４年度及び５年度資源向上（共同）市町村数、活動組織数、取組面積】 

 
資源向上支払（共同） 

増減  

Ｒ４年度比 

Ｒ４年度実績 Ｒ５年度実績 

市町村数 29 29 0 0％ 

対象組織数 882 886 4 +0.5％ 

 広域活動組織 53 53 0 0％ 

取組面積（ha） 72,312 72,611 299 +0.4％ 

② 資源向上支払（長寿命化活動） 

  ・ 令和５年度の取組は、742 組織 57,557ha となっており、令和４年度から

６組織減、取組面積 92ha 増となっている。 

  ・ 長寿命化対策を完了した組織があり組織数は減となっているが、既存の組

織が取組面積を拡大したことから面積は増となっている。 

【令和４年度及び令和５年度資源向上（長寿命化）市町村数、活動組織数、取組面積】 

 
長寿命化 

増減  

Ｒ４年度比 

Ｒ４年度実績 Ｒ５年度実績 

市町村数 28 28 0 0％ 

対象組織数 748 742 -6 -0.8％ 

 広域活動組織 51 51 0 0％ 

取組面積（ha） 57,465 57,557 92 +0.2％ 

 

  イ 令和５年度活動満期を迎えた組織に対する活動継続に向けた支援 

   ① 継続意向アンケート結果を踏まえた支援 

    1） 継続意向アンケートの結果、令和５年度末に活動満期を迎える 684 組

織のうち、133 組織が１年間の活動期間の延長による継続、526 組織が

再認定による活動の継続、10 組織が次の理由に活動断念、15 組織が継

続か断念か決めかねている状況である。 

     主な理由：構成員の高齢化、事務のなり手がいない、事務の煩雑など 

    2) 令和６年度の活動継続に向け、活動断念の 10 組織及び決めかねてい

る 15 組織に対し、市町村及び県が、活動継続に向け話し合いを実施。 
3) その結果、これら 25 組織のうち、９組織が活動を継続することとな

った。（活動項目の選択・集中１組織、事務の役割分担の見直し２組織、

地域内での話し合いにより継続６組織） 

残る 16 組織については、活動項目の選択・集中や事務委託、広域化な

どの提案を行ったが活動継続の条件が整わなかったため活動を断念。 

   ② 市町村等担当者会議において、活動を再開した事例の紹介による支援 
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  ウ 県北・沿岸地域における取組面積の拡大及び新規組織の掘り起こし 

   ① 基盤整備事業の実施を希望する沿岸地域の１地区において、制度を紹介

し導入に向けて話し合いを進めているところ。 

   ② 県北地域の１活動組織において、未取組エリアの取り込みについて話し

合いを進めているところ。 

  エ 畑及び草地における取組面積の拡大 

  ・ 過年度から、畑・草地の活動事例を市町村や活動組織に紹介してきたと

ころ、令和５年度においては 158ha 増となった。令和６年度以降の取組拡

大に向けて引き続き同様の取組を行った。 

 

（2）岩手県農地・水環境保全向上活動モデル賞 

 ア モデル賞表彰 

市町村から３組織の推薦があり、令和５年８月 30 日の本委員会で審査し、

２組織をモデル賞に決定し、令和６年１月９日のいわて農林水産躍進大会にお

いて表彰した。 

 イ 取組の周知 

受賞した組織の取組については、広報誌「農地・水通信」等で県内活動組織

への周知を行い、意欲高揚を図った。 

市町村名 組織名 特徴 

山田町 

 

山田北地区農地・水・環境保全組織 ・小学校と連携して生物調査の実施 

・土地改良区と連携して植栽アート

や大豆の栽培体験の実施 

洋野町 

  

大沢地区環境保全活動実践組織 ・建設業従事者が中心となって直営

施工 

・小中学生も参加して環境整備活動

を実施 

 

(3) 活動時の安全管理の徹底について 

ア 事故の発生状況 

令和５年度は 17 件の事故が発生。事故の状況は、転倒による怪我９件、蜂

刺され５件、熱中症１件、その他怪我２件。 

  イ 県の対応 

   ・ 活動時における安全対策を取りまとめた「安全のしおり」を全活動組織

へ配布した。 

   ・ 事故発生を受け、作業前の危険個所の点検、熱中症対策、蜂刺され防止

対策、保険の加入などについて、計７回注意喚起の通知を行った。 

   ・ 年２回発行する「農地・水通信」に安全管理の徹底について記事を掲載 

    し、全組織へ配布した。 

   ・ 年２回開催する県、市町村及び土地改良区を対象とした担当者会議にお

いて、安全管理の徹底を周知した。 

(4) 外来種駆除について 

  ・ 根子委員の指導のもと、令和５年６月発行の「農地・水通信」において外

来種駆除の必要性について周知した。 
  ・ その結果、令和５年度に外来種駆除に 13 組織が取り組んだ。 
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令和５年度に活動満期を迎える組織への継続良くアンケート調査結果 

 

１ 継続意向調査 

  令和５年度に活動満期を迎える 684 組織を対象に、活動継続の意向を調査

した結果、図１のとおりとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 活動を断念する理由 

  継続意向調査で活動を断念又は未定と回答した 25 組織に対して、その理由

を調査した結果、図２のとおりとなった。 
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0 5 10 15 20 25

その他

交付額が少ない

事務が煩雑

事務局のなり手がいない

構成員の高齢化

組織

図２ 活動を断念する理由（n=25、複数回答）

その他 回答 

・ 地区内の水路整備がほぼ完了したため。 

・ 中山間直払へ移行するため。 

96.3%

1.5% 2.2%

図１ 継続意向調査（n=684）

継続 659組織

断念 10組織

未定 15組織
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【資料２】 

令和６年度の取組方針について 
１ 基本的な取組方針 

   人口減少や高齢化の進行に伴い取組面積が伸び悩んでおり、このままでは、減少に転じることが

懸念されることから、取組面積の維持・拡大に向けて、既存組織の活動継続への支援に重点を置き

つつ、新規組織の掘り起こしを図っていくこととする。 

   

２ 多面的機能支払交付金の実施見込み 

 (1) 取組面積と活動組織数について 

令和６年度の農地維持支払の取組は、1,026組織 77,400haの見込みとなっており、令和５

年度から10組織の減、2haの増となっている。 

【取組面積、活動組織数】 

 Ｒ５実績 Ｒ６見込 増減 

農地維持支払 
対象面積(ha) 77,398 77,400 2 

対象組織数 1,036 1,026 -10 

資源向上支払 

（共同活動） 

対象面積(ha) 72,611 72,674 63 

対象組織数 886 880 -6 

資源向上支払 

（施設の長寿命化） 

対象面積(ha) 57,557 57,700 143 

対象組織数 742 739 -3 

   ※現在、計画認定手続き中であり、今後、変更があり得ること。 

(2) 取組面積の目標について 

    取組面積の現状維持を目標とし、令和７年度以降も77,000ha程度を維持していくこととする。 

 

３ 重点取組事項 

(1) 継続取組・新規取組の推進 

ア  現状 

・ 令和６年度末に活動満期を迎える353組織（うち133組織は令和５年度末の活動満期

を１年間延長した組織）の意向を確認したところ、332組織が活動を継続、18組織が構

成員の高齢化及び事務局のなり手がいないなどを理由に活動を断念、３組織が同様の理

由で継続か断念かを決めかねている状況。 

・ なお、令和７年度末に活動満期を迎える組織は60組織。 

・ 令和６年度から新たに活動を開始する予定の組織数は、６組織。うち県北・沿岸地域は

１組織。 

【新たに活動を開始した組織数】 

 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

組織数 13 13 7 7 3 ６ 

・ 農振農用地面積に対する取組面積の割合（カバー率）は、盛岡地域46％、県南地域68％

に比べ、県北地域23％、沿岸地域7％が低い状況にあり、地域間で格差が生じている。 

・ 地目別では田78％に比べ、畑24％、草地6％と大きな格差が生じている。 
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イ 課題と対応 

課題 対応 

１ 今後、活動満期を迎える組織に対して、

継続に向けた支援の強化が必要 

（1） 活動満期を迎える組織の継続意思を確認 

（2） 関係機関と連携し、事務負担軽減につな

がる事務委託、活動項目の選択・集中、人

材確保・有効活用に繋がる近隣組織との合

併を支援 

（3） 事務負担軽減策として、他県で行ってい

る事務委託マッチングサイトの取組を調査

し、本県への適用を検討 

（4） 労働力確保策として、アルバイト求人サ

イトを紹介するとともに、活用事例を横展

開 

２ 取組面積の現状維持のために、新規組

織の掘り起こしが必要（特に県北・沿岸

地域） 

・ 基盤整備事業等の実施を希望する地区にお

いて制度を紹介 

３ 畑及び草地における取組の拡大が必要 

・ 畑及び草地における取組の拡大余地がある

活動組織に対して、畑及び草地での活動事例

を紹介することで、取組の拡大を支援 

 

 (2) 岩手県農地・水環境保全向上活動モデル賞 

  ・ 多面的機能支払交付金活動組織の模範となる優れた取組を行っている組織を表彰するとと

もに受賞内容を広報誌等で周知し、県内組織の活動継続の意欲高揚を図る。 

  ・ 推薦数が減少していることから、積極的に推薦するよう市町村に対し声掛けを行う。 

 

 (3) 活動時の安全管理の徹底等について 

・ 活動開始時期や事故の都度、注意喚起の文書を発出するほか、担当者会議において、安

全管理の徹底について注意喚起を行う。 

 

(4) 外来種駆除について 

・ 従来の生態系を維持するため、「農地・水通信」などを活用し、外来種駆除の必要性

の周知を行う。 
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令和６年度に活動満期を迎える組織への継続良くアンケート調査結果 

 

１ 継続意向調査 

  令和６年度に活動満期を迎える 353 組織を対象に、活動継続の意向を調査

した結果、図１のとおりとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 活動を断念する理由 

  継続意向調査で活動を断念又は未定と回答した 21 組織に対して、その理由

を調査した結果、図２のとおりとなった。 

 

 

 

その他 回答 

・ 後継者がいない 

・ 国土交通省の事業により農地が買収されるため 

94%

5%

1%

図１ 継続意向調査（n=353）

継続 332組織

断念 18組織

未定 ３組織

7

3

10

12

15

0 5 10 15 20

その他

交付額が少ない

事務が煩雑

事務局のなり手がいない

構成員の高齢化

組織

図２ 活動を断念する理由（n=21、複数回答）
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【資料２参考資料】
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【資料３】 

 

 

令和６年度第２回多面的機能支払制度推進委員会の開催について 

 
 
１ 開催概要について 

時 期 事  項 場  所 内      容 

８／26（月） 

（終日） 
第２回委員会 

現地 

活動組織との意見交換 

(紫波町水分上地区環境保全活動組織(紫波

町)) 

岩手県庁会議室 

（予定） 

農地・水モデル賞地区選定に係る審査 

 

  ※詳細な行程予定は後日お知らせします。 

 

２ 現地調査における意見交換のポイント 

(1) H25 年大雨災害により甚大な被害を受けたことから、防災機能強化を目的に、田んぼダムの

取組を令和４年度より始めた。 

(2) 集落毎に説明会を実施し、要望を聞き取りながら住民理解を得たうえで、施工を開始し、令

和５年度末時点での整備状況は、235haとなった。（多面的交付金対象田の約70％） 

  (3) 今後は、大学等の研究機関と連携して、効果検証を実施したいと考えている。 
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【資料３参考資料】
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